
令和4年7月1日 現在

１．組織の概要

注）設立時期の欄カッコ書きは、公益法人制度改革による移行前の団体設立時期

２．役員等数　※当年度欄はR4.7.1現在、前年度欄はR3.7.1現在

4 回 1 回

３．県職員である役員等の内容

平成２３年４月
（平成８年３月）

県出資等との比率

債務保証の額 0 0.0%

うち県出資等額 0

債務保証の状況〔千円〕※R4.3.31現在

103,871

前年度と比較して異動のあった事項及び人数

理事

監事

評議員

県における所属・職名等

土木部長、土木部(事務)次長、松江県土整備事務所長

23 22 1

R3年度会議開催数 理事会等 評議員会等

合計

3 3 0

1 1 0 22 21 1

0 3 3 0

0

0 0 0 0 0

0 0

0 11 11 0 11 11

1 1 0

0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

0

1 1 0 11 10 1 12 11 1

0 0

0 0 0 0

2 2 0

0 0 0

0 2 2 0

松江市古志原四丁目１－１
井田悦男

R4.6.24～R5.6評議員会

設立時期 設立根拠 事業年度終了日 適用会計基準県所管課

常勤 非常勤

設立目的

主な事業内容

計

　島根県内の地方公共団体が施行する建設事業の適正かつ効率的な執行を支援するとともに、建設
技術者の資質の向上を図り、良質な社会資本の整備に寄与することを目的とする。

（１）建設技術に関する研修、講習及び指導
（２）公共建設事業の推進及び普及のための広報
（３）公共建設工事に関する調査、設計、技術審査、積算、施工監理及び検査の業務の受託
（４）災害等緊急時における地方公共団体への技術的支援及び支援活動への助成
（５）公共建設事業に関する図書の出版及び販売
（６）地方公共団体の公共土木施設維持管理に関する支援
（７）その他前各号の事業を達成するために必要な事業

経営評価報告書［組織体制シート（各法人共通）］ （Ａ）-１

整備法第44条 土木総務課

団体名

公益財団法人
島根県建設技術センター

所在地代表者（職・氏名）

理事長

（任期）

うち取崩しを前提として県が造成補助した財産

合計額

基本財産の状況〔千円〕※R4.3.31現在

令和4年3月31日
公益法人会計基準

（H20.4.11）

合計額 100,000

100,000

運用財産の状況〔千円〕　※R4.3.31現在県出資等比率

理事

当年度 増減前年度当年度増減前年度

1 8 1

監事

評議員

うち県ＯＢ職員

うち県職員

うち県職員

うち県ＯＢ職員

小計（役員計）

うち県ＯＢ職員

うち県職員

うち県職員

うち県ＯＢ職員

当年度増減前年度

1 0 9

1 1

0

1 00 0

100.0%

0 0 00

9 110

1


